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要 旨
英国の ポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは産業人を育成する新しい タイ プの 高等教育機関と して1960年代
末に創設さ れ, 産業界 ･ 商業界の 要請に対応した教育を提供して きて い る ｡ ポリ テ ク
′
ニ ク ･ カ レ ッ
ジセクタ ー の英国の 高等教育に占める役割 , 経済社会に果たす貢献は今日確固たる評価を得て い る
と言える ｡
ビ ジネス 教育はポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ の教育の最大の分野 であるが, こ こ にはポリ テ ク ニ ク ･
カ レ ッ ジの 教育の特色 一 多様を ニ ー ズ に対応 した多様な教育内容, 弾力的を履修形態, 産業経済
界との強力を連携を ど - がきわめて明確 に現 われて い る ｡
本稿で はポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジに お ける ビ ジネス 教育の現状を, カ リキ ュ ラ ム , 教育, 施設 ･
設備等に つ い て検証す るとともに , ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジが1 988年教育改革法等によ っ て もたら
さ れた制度改革に着手するをカ, で, 今後 どの ような課題 にとり組む こ とに をるの かを考察する ｡
キ ー ワ ー ド
ポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジ, ビジネス 教育, サ ン ドイ ッ チ制 , 企業実習, C N A A, 1 988年教育改革法
1 はじめに
高等教育の総合的を拡充を提言した1963年の
1)
ロ ビ ンズ報告以後, 英国におい て は諸種の 高等
2)
教育拡大政策が実施に移された｡ これ に続くポ
3) 4)
リテク ニ ク ･ カ レ ッジと総称される新しいタイプ
o
O)
高等教育機関の創設はその後の英国の 高等教育
の拡大 ･ 変革に大きを意味をもつ ことにをっ た｡
ポリテ クニ ク ･ カ レ ッ ジを大学セ クタ ー に並立
するセ クタ ー として設立する構想 一 高等教育
の い わゆる二 元制度(bin a ry syste m) - が明ら
かにされたのは19 65年, 当時のウイ ル ソ ン労働党
内閣のA ･ クロ ー ス ラ ンド教育科学大臣の ウ ー ル
ウィ ッ チでの ス ピ ー チ に お い て であ っ た｡ 同大臣
産業情報学科
はその中で｢大学とは別個の高等教育システムを
5)
既存の継続教育セ クタ ー の枠の中 に発展 させ る
6)
計画｣を発表し, 翌1966年にはこの構想を基本と
した｢ポリテク ニ クとその他の カレ ッ ジの ための
7)
計画｣が公表 された｡ 1969年から1974年の 間に
同白書の 計画 に沿 っ てイ ン グラ ン ドに29校 の ポ
リテク ニ ク が認可され, ポリテク ニ ク の名称は
付与 されをか っ た他 のカ レ ッ ジと共にポリテ ク
ニ ク ･ カ レ ッ ジセ ク タ ー と い う高等教育の 1 セ
ク タ ー を形成する こ と に を っ た ｡
196 6年の 政府白書 に お い て その 役割を ｢産
業界, 商業界と の 連携をもつ , 地域 の 高等教
8)
育の 拠点｣ と規定 され た と おり , ポ リテ ク ニ
ク は科学技術 , ビジネ ス , 医療を どの職 業指
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向色 の 強 い 専攻構成で発足し, その 後1 970年
9)
代半ば以降は , 国の 教員養成削減計画 に伴い
閉鎖 ･ 統合の 勧告を受け た 一 部の教育力 レ ッ
ジを統合 ･ 吸収する こ とに よ っ て教育, 人文 ,
芸術な どの 専攻も追加 ･ 拡充 し, 今日 では き
わめ て総合的を高等教育機関とを っ て い る ｡
ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジが創設さ れて から
ほ ぼ20年｡ こ の 間, 産業経済界の 要請に応 え,
高等教育の新 し い あり方を示 しなが ら成長 し
て き た こ の セ ク タ ー は現在再び大 きな変革の
時代を迎 え て い る ｡
1979年以降の サ ッ チ ャ ー 保守党内閣は , 公
共支出の 抑制, 国営企業の民営化などに よ る
小 さを政府を目指し た諸施策 を実施 に移した
が , 1 988年には教育の 分野 における｢サ ッ チ ャ
リズ ム｣の 集大成とも言うべ き1988年教育改革
10)
法を成立さ せ た ｡ 同法 に より従来地方自治体
1】)
L EAの 所管下 にあ っ たポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
はL E Aの コ ントロ ー ル からはずされ, 大学と 同
I'l㌔
様独立の 法人の 地位 を得た ｡ ポリテク ニ ク ･ カレ
ッ ジは, 1 9
t白8年教育改革法に よ っ てもたらされ
た新し い 財政方式, 管理 ･ 運営方式の 下で ,
産業経済界の ニ ー ズ に より良く対応す べ く,
-
13)
種の ｢企業体｣ と してその 教育を提供する こ
と が求め られる こ と にを っ たの である ｡
本稿は , ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの教育の
特色 が き わめ て よく表 われ て い る ビ ジネス 教
育に 焦点をあて , 英国の ビ ジネス 教 育全体 に
占め るポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの 役割
･ 比重,
その 教育内容 ･ 条件等を分析 ･ 検討 し, ポ リ
テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ及びその ビジネス 教育が
新 し い シ ス テ ム の 下で果たす べ き課題 を考察
し ようとするもの である ｡ 英国の ポ リテ ク ニ
ク は
, 産業人の 育成と い う, 旧来の エ リ
ー ト
養成の 機関で ある大学 が軽視 しが ちであ っ た
高等教育の 現実的を役割を積極的 に果た して
き た ｡ 産業と高等教育機関の 関係, 連携 の あ
り方 に つ い て , ポリ テ ク ニ ク
･ カ レ ッ ジの 教
育は 多くの 示 唆 に富む ○ ま た , 産業構造の 急
速を変化 が進 むなか , 産業人と い う概念 も狭
い 意味で の 技術者だけ でをく , より広 い 層を
含 んだもの に なり つ つ あ る ｡ ビジネ ス 教育が
ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ内部 で急速な成長 を
遂 げつ つ あると い う事実は , 産業構造の 変化
に対応 した人材育成の 重要性を示す好例であ
ろう｡ ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの ビジネ ス 教
育をと りあげた所以である ｡
14)
英国に おける行政系統の違 い , 公的資料を
どの 関係から, 本稿に おける記述は特に こ と
わりの か ､限りイン グラ ンドを対象として い る｡
2 概 観
15)
2.1 高等教育とポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
高等教育は現在約4 0校の機関によ っ て提供
され て い る が, その 内訳は大学(36校), ポ リ
テ ク ニ ク(29校), カ レ ッ ジ(5 5校), その他 の
L EA カレ ッ ジ(約300校), 教育科学省直接補
16)
助機関 (オ ー プ ン ･ ユ ニ バ ー シ ティ を含む3
校) である ｡
在学者数 は1 986年現在約80万人 (パ ー トタ
イ ム学生を含 む) で ある が, 機関別の 在学者
比をみ る と, ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジが55%,
大学が4 50/o (うちオ ー プ ン ユ ニ バ ー シ テ ィ が
10%) と をっ て い る ｡
以上の 高等教育機 関の特徴 は以下の よう に
ま とめら れる ｡
(1)大学- フ ル タイ ム 課程及 び大学院 レ ベ ル の
コ ー ス 中心 ｡ パ ー ト タイ ム学生は120/o｡ 非学
位課程の 学生は 1 % に過 ぎをい ｡
17)
(2)ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジーCN A A学位 噺寺
コ ー ス 学生が650/o, 高等教育 レ ベ ル の 各種 デ
18)
イブ ロ マ 取得 コ ー ス 学生が340/a , パ
ー ト タイ
ム 学生 が3 5% を占める ｡
(3)LE Aカ レ ッ ジ 一 高等教育 レ ベ ル の コ
ー ス の
学生 は20%の み ｡ 大 多数は継続教育 レ
ベ ル の
職業教育 コ ー ス に 在籍 ｡ パ
ー ト タイ ム 学生は
800/o .
(4)オ ー プ ン ･ ユ ニ バ
ー シ テ ィ ー成人学生 に対
して , 放送 ･ 通信 に よ る学位取得 コ
- ス を提
供 ｡ 同大学 の学生 は統計上 パ
ー ト タイ ム 学生
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と して扱われる ｡
ポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジの占める比重は最大
で , その 課程 ･ コ ー ス の多様性も注目される.
19)
2 .2 ビジネ ス教育とポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
現在 ビ ジネス 教育の コ ー ス は35の 大学, 29
の ポリテ ク ニ ク
,
20の カ レ ッ ジで 開設 されて
い る｡ ビジネス 教育専攻の学生数は約15万人,
ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの ビ ジネス 専攻 の 学
77,6 59
*
26.5%
39,1 19
13.4%
35,539
30,284
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生が全体の70%を占める ｡ ポリ テク ニ ク ･
′
ヵ
レ ッ ジは英国の ビジネ ス教育の 最大の提供者
である ｡
ビジネ ス 教育の ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの
教育全体に 占める比重は , 図1 に示すとお り
である が, ビジネ ス 教育が最大の 比重(26.5
%) を占め て おり, しか も2位以下の 専攻を
大きく引き離して い る ｡ /
A ビ ジネ ス ･ 経営学
B 教育
C 人文 ･ 社会学
D 芸術 ･ デ ザ イ ン
E 理学 ･ 数学
F 工学
G 建築 ･ 都市 計画
H 情報工学
Ⅰ 医療 ･ 保健
28,0 17 26,759
2 2,162 23,319
1 0,6 71
*学生数(計 292,52 9人)
図1 ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの 専攻分野別学生数-1989年度
(フ ル タイ ム 及びフ ル タ イ ム換算の パ ー ト タ イ ム学生)
19)
2. 3 ビジネ ス教育の レ ベ ル ･ タイ プ
ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ に開設さ れて い る
ビジネ ス 教育の 諸コ ー ス の タイ プは30以上 に
の ぼる が, こ れ らは大別すると次 の 3 タイ プ
に 区分さ れる ｡
(1) C N A Aの第 1学位及 び大学院 レ ベ ル の
上級学位 ･ 証書取得 コ ー ス
20)
(2) BT E C(Bu sin e s s a nd Te chnicia n
21)
E du c atio n Co u n cil)の H N D/H N C(Highe r
Natio n al Diplo m a/Highe rNatio n al Ce rtific ate)
取得 コ ー ス
22)
(3) 各種の 専門職業資格取得 コ ー ス
以上の3つ の タイプの コ ー ス の 履修形態別学
生 の 分布は表1 に示すとおりである｡ フ ル タイ
ム学生の70%がC N A A学位取得 コ ー ス に , パ
ー ト タイ ム学生の63%が専門職 業資格取得 コ
ー ス に在籍して い る｡ ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
全体の 状況 と比較し て, パ ー ト タイ ム学生 の
比率の 高さ(63%), 学位以外の 証書 ･ 資格取
得 コ ー ス 学生の 比率の 高さ(60%)がきわ だっ
て い る｡ パ ー トタイム学生の4分 の3 が25歳以上
の 成人である事実 から, ビ ジネス教育の専攻
今野 に お い て は有職者の 再教育 ･ 継続教育の
機能 もき わめて大き い こと がうか がえる ｡
表1 ビジネス 専攻分野の取得資格 ･ 履修形態別学生数
-1 988-89年度 (人)
コ ー ス 区分 言
'
-
/
L芸1う与 ノ - タイム 計
CN A A学位
B T EC の H N D/H N C
各種の 専門職業資格
計
32,0 00 1 6,0 00
8,0 00 12,0 00
5,00 0 48,0 00
4 5,00 0
､
76,0 00
4 8,00 0
20,00 0
5 3,0 00
1 21,0 00
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23)
2. 4 ビジネス教育と労働市場
英国に お ける産業構造の 変化は かをり の速
度で進んでおり, 第3次産業(涜通 ･ 看護, 運
輸 ･ 通信, 銀行 ･ 金融 ･ 保 険, サ ー ビス 業)に
従事する老の全就業者に占める比率は1955年の
45%から, 1971年の53%, 1989年の69% へ と増
大してい る｡ 第3次産業の中で特に急激を成長
をみたの が銀行 ･ 金融 ･ 保険の部門で, 1971年
から1989年の 問の この部門の 就業者数は13 4万
人から262万人 にほぼ倍増した｡ 逆 に 製造業に
従事する老の 比率は1 955年の40%から1971年
の36%, 1989年の23% へ と低下 して い る ｡ /
就業者数 7
(百万人)
6
5
4
3
2
1
0
上述の 産業構造の 変化 に よる雇用 パ タ ー ン
の 変化 は第 3次産業, とり わけ銀行 ･ 金融 ･
保険部門の 人材需要を高めて い る ｡ ま た , 製
造業の 総体的な縮小 に もか か わらず, こ の 部
門で も経営関係の 専門職 に対する需要は高ま
っ て い る と指摘されて い る ｡ 高等教育に おけ
る ビ ジネス 専攻学生の 数は , 1980年から198
年の 間に 2倍以上 に増加 した が , ア ウト プ ッ
ト (卒業者数) の伸 びは こ れより下回る (秦
2参照)｡ 従 っ て労働市場 における ビジネス 専
攻卒業者に対する需要は図2 にみ ると おり ,
今後も継続すると考えられる ｡ /
(連合王国)
管理 ･ 経営 専 門 職 事務 ･ 秘書 販売 ･ サ ー ビス 技 術 単純労働
図2 職業分野別就業者の推移
高等教育の ビ ジネス 専攻 の 第1 学位 レ ベ ル
の ア ウ トプ ッ トは表 2 のと おりである ｡ こ の
他年間約 5千人のH N D/H N C取得者がい る ｡
表2 ビジネ ス 専攻分野の 第1学位
取得者数の推移-1982- 88年度
(連合王国 人)
年度
ポ三
+
v7,
I
.j
7
I
大学 計
1 921
1 83 4
240 7
26 81
2819
2 96 2
1 31 9 3 240
1 38 5 3 21 9
12 94 3701
12 54 39 35
14 60 42 79
1 92 2 48 8 4
31 15 21 24 523 9
1987年度及 び1995年(推計)
24)
2. 5 ビジネス 専攻学生の入学 ･ 就職状況
労働市場の求人の高まりを反映して, ビジネス
専攻学生の 入学志願者もまた増加してい る｡ 1979
年から1987年の間, 大学の フ ルタイム学生の伸び
が3%にとどめられたの に比べ , ポリテク ニ ク
･ カ
レ ッ ジの フ ルタイム学生のそれは47%であっ た｡ 大
学への通がせばめられた中等教育修了の多くがポ
リテ ク ニ ク ･ カ レッ ジを志願するようにをって いる｡
ポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジの 入学要件は 一 般 に大
25)
学 のそれより低く, GC EのAレベ ル2科目(E段階
以上)とされるの が 一 般 であ っ たが,近年の ポリテ
ク ニ ク ･ カレ ッ ジ 入学者の保有資格は,要求される
最低要件より相当高くをっ ており, 特に志願者 が
26)
多くをっ て いる ビジネス 専攻 につ いては , ほとんど
のポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッジがGCE のA レベ ル3科目
(c段階以上)を最低要件 としてい る｡ B T ECの
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H N D/H N Cの入学者の水準につ いてもこの上昇傾 ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの 卒業者の 卒後状
向がみられ 数年前であったら学位取得コ ー ス に入 況 に つ い てC N A A第1学位取得者の 追跡調査
学が認められたであろう学生が多く在籍して い るo
/
結果を表 3 に示す ｡ /
表3 ビジネス 専攻分野の 第1学位取得者の卒後状況
(1983年度卒業者の追跡調査) (%)
専攻分野
就 職
1 98 3 1 984 1 98 5
進 学 無 業
1 983 1984 198 5 1983 19 84 1 985
人文科学
社会科学
1
9
7
7
5
5
6
7
､
6
7
3
4
ビジネ ス ･ 経営学 81
理 学 1 52
理 学 2 7 2
建築 ･ 都市計画 8 0
工 学 7 5
7
9
9
7
0
1
9
7
1
2
8
9
9
1
7
8
5991
芸術 ･ デ ザ イ ン 42 69
学 際 40 72
計 5 4 7 5
8
8
7
7
8 0
5
2
2
2
8
2
0
5
9
ー
8
2
1
2
5
4
2
5
7
3
6
4
3
1
7
6
6
1
8
6
0
2
1
4
5
8
4
0
4
3
2
2
7
4
4
5
0
4
6
4
8
2
2
9
8
1
1
1
2
5
9
2
5
0
5
0
2
3
3
2
2
1
1
1
3
3
2
ビジネス 専攻卒業生の 就職状況 は , 卒後1
午, 2 年, 3年の い ずれの 時点をと っ ても,
それぞれ8lO/a, 900/a, 970/oと他 の 専攻 の どれ
よりも高い ｡ 特に卒後3年目に は, ビジネ ス
専攻 の 卒業生の ｢無業｣は皆無とを っ ており,
卒後3 年た っ て も人文専攻卒業生 の 8 %, 芸
術 ･ デザイ ン 専攻卒業生の 7 %がまだ｢無業｣
状況 にある の と対照的である ｡ 卒後3年目の
卒業生 の平均給与 に つ い て 見 ても, 全専攻平
均8,768ポ ンドである の に
,
ビジネス 専攻卒業
者の それは10,054ポ ン ドと最も高い ｡ 就職状
況の 良さ が ど
､
ジネ ス 専攻の 志願者の 増加をも
たらし て い る こと は明白であ る ｡
27)
3 カリキ ュ ラム
ポ リ テク ニ ク ･ カ レ ッ ジ に お ける ビジネ ス
教育 に つ い て は, 2. 2, 及 び2. 3, で概観 した
が, 本章で は , その ビジネス 教育の カ リキ ュ
ラ ム を検討する ｡
3･J コ ー ス の レ ベ ル ･ 履修形態 ･ 年限
ポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジにおい て 提供 さ れて
い る ビジネス 教育の特色 は, 開設コ ー ス の レ ベ
ル
, 履修形態の多様性 に ある ｡
ビジネス専攻分野の代表的をコ ー ス の主要を履
修形態及び年限は以下のようにまとめられる ｡
3･l ･ l 学部レ Jq(
t
ル
(1)HN D/H N C- い ずれもB T E C が授与す
る短期高等教育レ ベ ル の 証書 ･ 資格｡ H N D取
得 コ ー ス の 年限は フ ル タイ ム 2年, H NC取 得
コ ー ス の それは パ ー トタイ ム 2年｡
(2)C N A A第1学位 - フ ル タイ ム 3年, サ
ン ドイ ッ チ 4 年, パ ー トタイ ム 5年｡ ビ ジネ
ス 専攻の 第1学位取得コ ー ス の 特徴は ! サ ン
ドイ ッ チ制 と呼ばれる履修形態で ある ｡ こ れ
は , サ ン ドイ ッ チ の ように, フ ル タイ ム の 学
修と企業での フ ルタイムの 実習 ･ 訓練を交互 に
28)
配分させ る方式 で, 従前 から工学, ビジネス を
どの 専攻分野に おい て採用される履修 パ タ ー ン
である ｡ ビジネ ス 専攻分野 の 第 1学位 コ ー ス
の600/oがサ ン ドイ ッ チ 制, 280/oが パ ー ト タイ1
ム制 であり･ フ ル タイム制は10%に過 ぎ か ､ ｡
パ ー ト タイムの コ ー ス に は昼 間, 夜間がある ｡
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星間パ ー トタイ ム 学生の 多く は , 企業からの
勤務免除を受 けて い る ｡
3.I .2 大学院 レ ベ ル
(1) DM S(Diplo m ain M an age m ent
Studie s)- C N A A が授与 する大学院 レ ベ ル の
証書｡ フ ルタイム1年｡ パ ー トタイム2年｡ ビジネ
ス 専攻分野の最も志願率の高い コ ー ス である ｡
(2) M B A(Maste r of Busin e ss A d
･
29)
ministration ト パ ー トタイム 3年 ｡ 履修者は
急速 に増加しつ つあるが, M B Aの コ ー ス を開設
する機関はまだ少をく, 開設 コ ー ス は全国で25で
ある ｡
3.2 コ ー ス 内容
3.1で とりあげたポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジの ビ
ジネス 専攻分野の 代表的なコ ー ス の 科目配当,
年間授業時数等 は以下の よう にを っ て い る o
3.2 .I H ND 取得コ ー ス
H N Dの 学 年別科 目配当は表 4 に示すと お
り である が , 年間授業狩数 が600時間と他の
どの コ - ス より も多 い ｡ こ れはHN D取得コ
ー ス の 学 生の 入 学要件 (G C Eの A レ ベ ル)
がCN A A第 1学位 取 得 コ ー ス 学生の それ よ
り 一 般 に低 い こ とを考慮し て, 集中度 の 高
い 授 業 に よ り こ れを補足 す る ね ら い が ある
からであ る ｡ 選択必修は 1 年次 に 1 科 目 ,
2 年次 に 3 科目履修とな っ て い る が, 将 来
の 進 路 を考慮し たかなりの 専門分 化 が 可能
とを っ て い る ｡
表4 H N D取得コ ー ス
週間授業時数
科 目 講 養 セ ミナ ー 計
･ 演習
年間授
業時数 評 価 方 法
第1年次(3 0週)
必修科目
ビジネス運営 ･ 計画 ･ 意思決定
ビジネス 環境
経営組織
ビジネ ス 財務
選択必修科目(1科目選択履修)
マ ー ケ テ イ ン グⅠ
人事管理1
デ ー タ処 理
財務会計
消費者間係法
選択料日(3科目選択履修)
金融, 法学 , デ ー タ処 理 , マ イ
ク ロ コ ン ピ ュ ー タ , フ ラ ン ス 語 ,
ドイ ツ 語 , コ ミ ュ ニ ケ
ー シ ョ ン
.
シ ス テ ム , マ
- ケ テ ィ ン グ, 人
事管理 , 芸術 , ス ポ ー ツ , リ
ー
ダ ー シ ッ プ
r
:
円
r
3
r
:
1
1
1
1
1
1 × 3
8
5
5
5
5
_一
日
:
r
:
円
H
5
5
5
5
5
1
ー
1
1
1
5
5
5
5
2
2
2
2
5
5
5
5
5
2
2
2
2
2
3×523×5ー
5
5
5
5
7
7
7
7
5
5
5
5
5
7
7
7
7
7
75× 3
試験: 2 5%
継続評価 : 7 5%
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第2年次(30週)
必修科目
ビジネ ス 運営 ･ 計画 ･ 意思決定
経営組織
企業経営 ･ 成長
ビジネ ス 環境
選択必修科目(3科目選択履修)
マ ー ケ テ イ ン グⅢ
消費者関係法
マ ー ケ ッ トリサ ー チ
人事管理 Ⅲ
労務管理
産業関係法
デ ー タ処理
財務会計
管理会計
選択科目(1科目選択履修)
第1年次 に同じ
1
1
1
1
1
1
1
1
1
5
5
5
5
ー
1
1
1
5
5
5
5
5
5
5
5
5
ー
1
ー
1
1
1
ー
1
1
5
5
5
5
2
2
2
2
5
5
5
5
5
5
5
5
5
2
2
2
2
2
2
2
2
2
5
-
2
5
5
5
5
7
7
7
7
5
5
5
5
5
5
5
5
5
7
7
7
7
7
7
7
7
7
試験: 25%
継続評価:7 5%
計 8 20 600
312 ･ 2 CN A A第l 学位取得コ ー ス
C N A第1 学位取得 コ ー ス の 学年別科目配
当 を表 5 に示す ｡ この 例の 場合は , 第3年次
にまとめて 1 年間の企業実習 ･ 訓練が配置さ
れて い る が, 半年程度 の企業実習 ･ 訓練を 2
- 3回一に分散さ せ て配置する場合もある ｡ 企
業での 実習 ･ 訓練は, 既修の 理論的学習 に実
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践的を応用能力を加え , そ の後の 段階の 専門
分化 , 進路選択に大 きを影響を与 える ｡ 表 5
に示 した科目以外に , 第 1 ･ 2年次 にそ れぞ
れ ビジネ ス 演習も配当さ れて い る ｡ 年間総授
業時数 は , ほ ぼ同量 の 自習を前提とす る もの
である ｡
表5 C N A A第1 学位取得コ ー ス
週 間 授 業 時 数
科 目 講 義 セ ミナ ー ･ 計
演 習
第1年次(26週)
経営組織 ･ 環境
経営経済学Ⅰ
計量分析Ⅰ
コ ン ピ ュ ー タ 応用
企業会計Ⅰ
現代企業行動
5
1
1
2
1
ー
1
50
1
2
1
2
5
5
1
2
4
2
3
9
5
4
2
8
3
6
0
5
7
r
:
計 7.5 5
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第2年次(28過)
経営法学
経営経済学Ⅱ
計量分析Ⅱ
マ ー ケ テ イ ン グ
企業会計1
職業と人間
51
2
2
1
ー
1
｢
ヽ
JO
1
2
ー
2
1
2
3
4
2
3
2
6
4
2
6
4
6
5
8
ー
5
8
5
1
第3年次
企 業内実習
第4年次(2 6過)
経営政策
選択科目*
2 3 5 13 0 2
5 5 10 26 0 5
計 7 8 1 5 3 90 7
* こ の他 , 第 1年次及び第2年次に ｢ ビジネ ス 演習｣ が加わる ｡
第 4年次の 選択科目と し ては , 財務政策 ･ 管理 , 人事管理 ,
マ ー ケ テ イ ン グな どがある ｡
3. 2 .3 D MS 取得コ ー ス
表6は, D M Sの パ ー ト タイ ム 課程 の例 であ
る ｡ 第1年次 の履修科目の 評価は継続評価と
試験がそれぞれ500/o の比率とをっ て いる｡(3.3参
罪) 第2年次で は, 表掲の 科目の 履修 に加え ,
個別 の プロ ジ ェ ク トが課さ れ, 第 2年次 の 評
価 の50% を占める ｡ 第 2年次の科目に つ い て
は す べ て ケ ー ス ス タ デ ィ が含まれる ｡ 両年次
共に配当さ れて い る ｢ス キル 開発｣ は, 言語
･ コ ミ ュ ニ ケ - シ ョ ン , 統計処理 , 情報処理
な どの 技能開発と推測 され る ｡
表6 D M S取得 コ ー ス
年 間 授 業 時 数
科 目
講 義 テ ユ ー ト 計
リ ア ル ･
セ ミナ- ･
グ ル ー プ
ワ ー ク
評 価 方 法
第1年次(30週)
経営 者 ･ 管理 者の役割
組 織 論
財務 ･ 管理 会計
マ ー ケ テ イ ン グ ･ マ ー
ケ テ イ ン グ管理
生産管理
ビ ジ ネ ス 環境
統計 ･ コ ン ピ ュ ー タ
ス キ ル 開 発
5
5
5
5
7
F
:
:
:
57
5
5
1
1
5
5
5
1
ー
｢
l
57
5
5
0
1
ー
2
0
0
0
3
3
3
1 5
5
0
0
0
1
3
3
2
試験 : 5 0%
継続評価 :5 0%
11 0
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第2年次(30週)
人事管理
嘩営情報シ ス テ ム
財務計画 ･ 管理
生産管理
マ ー ケ テ イ ン グ ･ デ ザ
イ ン ･ 宣伝
経営政策
ス キ ル 開発
- 5
- 5
15
15
1 5
15
5
5
5
5
5
1
1
1
1
1
左欄の科目の他,
各自経営プ ロ ジ
ェ ク トを実施 し
その報告を提出｡
プ ロ ジ ェ ク ト報
告: 50%
試験 : 2 5%
継続評価
､
: 25%
計 9 0 11 0 200
3.2 . 4 M B A取得コ ー ス
M B A取得コ ー ス の学年別科 目配当は表 7 に
示すとおりである｡ 現在ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ
ジ に開設 されて い るM BA取得 コ ー ス はす べ て
パ ー ト タイ ム制で年限は3 年｡ 学生の ほと ん
どが有職者である ｡ 第1 年次 は理論的学習,
科 目
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第 2年次はその 応用 に重点 が置か れ , 第3 年
次 に お い て は
, 学生の 職場 で の 業務に関連 す
る プ ロ ジ ェ ク トが中心を占め る ｡ 既 に 何らか
の 形で履修要件d) 一 部を満 た して い る学生 は
2年でM B Aを取得す る こ と､も可能 である ｡
表7 M BA取得コ ー ス
年 間 授 業 時 数
講 義 テ ユ ー ト
リ ア ル ･
セ ミナ ー ･
グ ル ー プ
ワ ー ク
第1年次(3 0週)
財務 ･ 管理会計
法 学
経営管理職務
計量分析
経済分析
経営行動
意思決定
通学 ･ テ ユ ー ト リ ア ル
第2年次(30週)
問題分析 ･ リサ ー チ
方法論
経営財務
経営管理 職務
経営管理改革
人間開発
通学 ･ テ ユ ー トリ ア ル
計
2 0
1 6
40
1 6
6
0
0
1
1
1
25
2 0
30
1 8
4
5
5
4
5
5
3
1
1
5
29
1 6
4 2
18
3 6
50
4 2
2 1
84
21
5
5
3
2
2
5
評 価 方 法
全科目に つ い て,
継続評価と試験
の 双方が含ま れ
る ｡
継続評価 ･ リ サ
ー
チ 提出
継続評価 ･ 試験
継続評価 ･ 試験
継続評価
不定
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第3年次(3 0過)
経営戦略
政策課題
(グ ル ー プ ワ ー ク)
選択科目1
選択科目2
プ ロ ジ ェ ク ト(企業内)
人間開発
通学 ･ テ ユ ー ト リ ア ル
1 8
2
18
18
1
1 8
3 4
18
18
71
1 8
2 5
3 6 継続評価 ･ 試験
3 6 グ ル ー プ ワ - ク
評価
36 継続評価
36 継続評価
72 プ ロ ジ ェ ク ト ･
リ ポ ー ト評価
18 不定
2 5
5 7 20 2 25 9
(注) 第3 年次の各評価の比重は, プ ロ ジ ェ ク ト ･ リ ポ
ー ト が500/a, 試験,
グ ル ー プ課題評価, 継続評価が合わせ て50%である｡
3.3 評価方法
ビジネス 専攻分野の 各 コ ー ス の 評価方法は
それ ぞれ表 4 - 表 7 の右欄 に示 した とお りで
ある ｡ 評価方法 に は, 期末試験, プロ ジ ェ ク
ト , 課題リ ポ ー ト, プレゼ ン テ ィ シ ョ ン , ケ
ー ス ス タデ ィ を どが含まれる ｡ こ れらの組 み
合わせ , 配分 は コ ー ス に よ り異をる が , 特 に
大学院 レ ベ ル の コ ー ス に お い て は試験 に よる
評価 の 比重 が極め て小 さくな っ て お り , 代わ
っ て プ ロ ジ ェ ク ト, ケ ー ス ス タデ ィ等 に対す
る継続評価の 比重 が大部分を占める よう にを
っ て い る｡ H N D取得 コ ー ス の 授業に お い て は
講義より共同演習や課題演習に重点が置 かれ
て い るが , 評価方法もこ れ を反映 して試験 は
25%, 継続評価が75%の 配当とを っ て い る ｡
C N A A第1学位取得 コ ー ス に つ い て は , 80
% 以上が試験 に よる評価方法を採用して いる ｡
c N A Aの 認可 コ ー ス に つ い て は , 学生 の 評価
方法 に 関する規則が詳細 に定め られて お り ､
す べ ての 科目の 試験 に つ い て 試験委員会が設
置さ れ , そ の 試験委員会にCN A A の承認 を得
た学外試験委員を含 めをけ ればなら か ､と さ
れ て い る ｡ 学外試験委員は学生 の 成績評価 の
みならず, 評価方法, 及びその 配分 , 教授方
軌 コ ー ス 編成 , 教員, 施設 ･ 設備等 , 教育
の 全プ ロ セ ス に 関する評価を報告する こ と を
30)
任務と し て おり , CN A A学位の 機関間, 専攻
分野間の 水準の 維持 , 平準化 に 大きを役割を
果た して い る が ,
一 部 の 学外試験委員の 報告
は余り に簡潔過 ぎて , コ ー ス 編成老に と っ て
有用と は言えな い もの もある ｡
31)
4 教 員, 施設 ･ 設備, サポ ー ト体制
前章で見 たカ リキ ュ ラ ム は どの ようを人的
･ 物的リ ソ ー ス を得 て運 用さ れて い る の か｡
リ ソ ー ス と教育の 質と の 関係は複雑で あり,
直接的 に把握 が難 し い 面がある ｡ 予算の 増大,
教員の 増加, 設備 の拡 充が自動的 に教育の 質
の 向上を約束するとは限ら か )｡ しかしまた,
一 定水準の リ ソ ー ス を投入せ ずして 一 定水準
の 教授 ･ 学習が確保 さ れる こ と はな い ｡ 本章
ではポリテク ニ ク ･ カ レ ッ ジの ビ ジネス 教育の
人的 ･ 物的リソ ー ス の 概況をみること にする ｡
4.1 教 員
ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの ビ ジネス 専攻分
野の 教員数 は約2,5 0人であると報告 されて い
る｡ パ ー トタイ ム教員 に関する統計は無 い が,
ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの 授業の 5 - 10%が
パ ー ト タイ ム 教員 に より担当さ れて い る と い
う｡ 教育 の 質を示す指標 と して ｢教員 1 人当
たり の学生数｣ は頻繁 に使 われ る が , これ は
よほ ど慎重 に行 わな い と , 誤ま っ た数値 , 誤
解 を与 える数値となり かねをい . ビジネス 専
攻担当の フ ル タイ ム 教員 の み の 数値 に 合わせ
て フ ル タイ ム の み の 学生を対比させ て もあま
り意味 がをい ｡ なぜをら表 1 に見 ると お り ,
ビジネス 専攻の 学生の630/oは パ ー ト タイ ム の
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学生だからである ｡ また , 教員 は複数の コ ー
ス
, ある い は他の専攻分野 にわ たる コ ー ス を
担当する こ とも多い から, ビジネス 専攻分野
に 限定 した教員1 人当た り学生数 の算出はま
すます困難 に をる ｡
こ こ で は教育科学省の 勅任視学官の 報告の
数値をその まま示す こととする が
,
ビジネス
専攻分野の 教員 1 人当たり学生数は平均15人
程度, 多い 機関で は20人 と い う数値が示さ れ
て い る ｡ こ れ は, ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ全
体の 教員1･ 人当た り学生数12. 4人 (1986年度)
と比較して かをり高い ｡ 近年の ビ ジネス 専攻
学生数の 増加 に見合 っ た教員の 増加が行われ
て い を い ことがう かがえ る ｡
教員の保有資格の 水準及び保有資格と担当
科目との 関係に つ い て は , お おむね満足 で き
る状況 に ある ｡ ビ ジネス 専攻 の特色と して,
ほとんどの 教員が産業界, 商業界での 実務経
､
験 を有して い る ことがあげられる が
, 問題は
彼 らの 実務径験 が, かをり前 に得られた場合
に みられる ｡ 教員の 離職率の 低さと近年の 新
規採用抑制とがあ い ま っ て
, 教員の 在職年数
の 長期化, 年齢の 高齢化の傾向があら われ て
お り
, 貴重を実務経験 が, 古す ぎて現在の ビ
ジネス 実践 から へ だた っ た もの にな っ て い る
場合が かを り多 い ｡
教員の 資質向上は個人の 研究活動, 学外機
関特に産業界との 協同研究, コ ン サ ル タ ン シ
イ , かノキ ュ ラ ム 開発 をど, さまぎまを形を
と っ て 行 われて い る ｡ 従来, 大学 と異なり ,
ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ に は政府からの 学術
研究補助金と い うもの はをか っ た ｡ しか し,
近年は わずかを がらポ リテ ク ･ カ レ ッ ジに対
する政府の 学術研究補助 の ル ー トが 開発さ れ
32)
つ つ ある ｡ とは言え , ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ
ジは , 従来 から応用研究の 分野 に お い て は ,
企業 からの 委託研究, 企業との協同研究を盛
33)
ん に行 っ て き て おり, 今後も この 分野 に お け
るポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの 役割 は期待 さ れ
る ｡
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在職年限 の 長 い 教員 につ い て は , 特 に実務
経験 の更新 ･ 向上 が緊急の課題とを っ て い る
が , 教員 が ビジネ ス の.現場 で の 研修
･ 研究機
会を得る ことは簡単を ことで は か ､｡ 一 部の
ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは長期(1 年間), 短
期､(3 - 4 か月) の 教員の 企業派遣プ ロ グ ラ
ム を実践 して い る が, こ の 種の プ ロ ク ラ ム の
普及, 改善 に つ い ては , 教育機関, 企業の 双
方の さらを る理解,- 意欲 が必要である ｡
教員の 研修 ･ 研究活動に つ い て は , かをり
の 機関 に お い て, 総合的を評価が導入 される
よう にを っ て い る ｡ 多く採用 されて い る方式
は学科長 に よる教員 の 研修 ･ 研究活動の 年次
報告の 作成である ｡ まだ任意参加 で はある方ミ
学科長との イ ン タ ビ ュ ー に よる研修 ･ 研究活
動の 把握 も徐 々 に導入さ れ つ つ ある ｡
教員の 教育活動を支 え る管理 ･ 事務 ･ 技術
系職員の 配置状況は 一 般に不十分で , 教員が
事務的業務, 機器の 保守点検業務に 長時間を
割 かをけ ればをら か ､状況 が広く見ら れる ｡
教授 - 学習の 質に 及ぼす影響から考えて も,
財源 の 効率的を運用と い う観点から考えて も
こ の 状況 は望ましくを い ｡
4. 2 施設 ･ 設備
教室 ,-セ ミ ナ
ー 室等の 講義棟, 図書館を ど
に つ い て は, 大規模校 ほ ど充実 して おり, 小
規模校 (その多くはH N D/H N C取得コ ー ス,
パ ー ト タイ ム 課程 を中心とする) ほ ど不十分
であ る ｡
教員の 研究室 は全体的 に貧弱で ある ｡ ポ リ
テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジに お い て は
, 個人使用の
部屋を持っ て い る の は
, 上級の 教員 (コ ー ス
テ ユ ー タ を ど) に限定さ れ, 一 般 の教員 は数
人で 一 つ の 部屋 を共用 して い る ｡ こ の ようを
状況は学生 に対する個別指導, 小 人数制の 授
業の 実施を阻む要 因とをり うる ｡
施設 ･ 設備 に つ い て 最 も問題点 が指摘 さ れ
て い るの が コ ン ピ ュ ー タ関係設備で ある ｡ 現
実 の ビジネ ス 界に お け る情報工 学機器 の浸透
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の め ぎま しさ に 比 べ , ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ
ジの ビ ジネス 教育の こ れ へ の 対応はまだ不十
分で ある ｡ こ こで も大規模校と小規模校と の
格差 が著し い ｡ 大規模校で は , ビジネス 専攻
分野専用の 設備 が確保 され , 学生 の ア クセ ス
も容易である が , 小規模校 で は ビ ジネス 専攻
独自の 設備 を確保する こともかなわを い ｡ 十
分な設備と活発 を利用が行われて い る場合に
お い ても , コ ン ピ ュ ー タ科学, プ ロ グラ ミ ン
グ に重点が置 かれ過 ぎ, 実践的を ビ ジネス ヘ
の コ ン ピ ュ ー タ の 応用が看過 されがちである｡
コ ン ピ ュ ー タ間係の 設備 の 導入に は当初の 資
本的経 費に加 え, 代替の た めの 経費を計上 し
て おく ことが必要であ り , 設備の 充実の 必要
が い か に強調さ れようとも, 財源 の確保をく
して は困難で ある ｡
ビ ジネス 専攻の 多く の 分野 , 特 に ヨ ー ロ ッ
パ ･ 国際関係の ビ ジネス 学に お い て は外国語
学習もかをりの 比重 を占める ｡ 外国語学習の
ための L Lは多くの機 関で十分 に 活用 されて い
る が, ビデ オ, C C T Vをどの 利用は不十分で
あ る ｡ コ ミ ニ ュ ケ - シ ョ ン ス キ ル の 開発は ビ
ジネ ス 教育に不可欠であり , 語学関係の機器
の 利用は もっ と拡大さ れる必要が ある ｡
4.3 サポ ー ト体制
学生 の学修活動 に対 するサ ポ ー トは , コ ー
ス
, 学年別 に配置さ れた テ ユ ー タ を通 して 与
えられ る ｡ またサ ン ドイ ッ チ制 をと っ て い る
場合は , 企業との 連絡 ･ 交渉 に あたる テ ユ
ー
タ も置かれて い る ｡ コ ー ス テ ユ ー タ の 役割は
特 に大 きく , 個々 の学生 がそれ ぞれの 学修 プ
ロ グ ラ ム を作成する際の 大 きな助 力とを っ て
い る ｡ こ れらの テ ユ ー タ の他 , 学生の 主と し
て 生酒面の 指 導助言に あた る パ
ー ソ ナ ル テ ユ
ー タも各学生 に割当て られ て い る o しか し,
こ の パ ー ソ ナ ル テ ユ ー タ と の 接触 の 機会は定
期的 に確保 さ れて おらず, 学生側 の 要請があ
る時の み に行 われ る ケ ー ス が多い ｡
フ ル タイ ム ･ サ ン ドイ ッ チ学生 に つ い て は
一 応 の サ ポ ー ト体制 が確立 し て い ると言 える
が, パ ー ト タイ ム学生 に対 するサ ポ ー トは き
わめ て不十分である ｡ パ ー ト タイ ム の 学生は
むしろ学外 (自分の 属 する職場 , 専門団体を
ど) からの 情報, 助 言を評価し て い る ｡
ビジネ ス 専攻学生の い わ ゆる ドロ ッ プア ウ
34)
ト率は かをり高く, コ ー ス に よ り異をる が ,
10 - 2 0% あた りと推定さ れて おり, 最 も高い
コ ー ス で は4 00/o に の ぼるケ ー スもある｡ パ ー ト
タイ ム学生の 場合は こ れ より高 い 数値が推測
され る ｡ 特に , 外部の 専門職業資格授与団体
が試験の み に より評価を行うコ ー ス に つ い て
は 一 般 に高い ドロ ッ プ ア ウト 率がみ られる ｡
学内の サ ポ ー ト体制は , ドロ ッ プア ウ トの理
由の 分析を調査 する必要があろう ｡
5 課 題
第 一 章に おい て も簡単 にふ れ た が, ポ リテ
ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは現在 , 創設以来最大の 制
度的改革 に 直面して い る ｡ 本章に お い て は,
こ の ようを改革 の骨子 を検討 し , その 中 ･ 長
期的を意味を考察する とと もに , ポ リテ ク ニ
ク ･ カ レ ッ ジに課 せ られ た今後の 課題をさ ぐ
っ て み た い ｡
5 .I 1988年教育改革法
改革の 第 1 は1 98年教育改革法 に よ っ て も
たらされ た財政方式及 び管理運営方式の 変化
で ある ｡ 同法の 高等教育関係条項 は1 989年4
月 1 日に施行さ れ たが , こ れに より, 従来L
E Aの 所管下にあっ たポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
は L E Aの 所管を離れ , 独 立 の 法 人(｢高等教
35)
育法人｣)の 地位を与 えられ た ｡ ポリ テ ク ニ ク
･ カ レ ッ ジに対する資金配分機関としてPCF
a
6'
が教育科学省 の所管下 に新設さ れ, ポ リテ
ク ニ ク ･ カ レ ッ ジに対する 国費補助 が 一 元的
に運営 さ れる こ と に を っ た o こ の 変化 に加 え ,
管理運営方式 に お い て も - 切 の権 限が各 ポ リ
.
テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジに 移さ れ , 機 関の 維持 ･
管理 , 教職員の 任命 , 昇進 , 解雇 , 勤務条件
英国のポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ に お け る ビ ジネ ス 教育の 現状 と課題
の 制定を ども当該機関 の責任 に お い て行われ
る こと にを っ た｡
1 988年教育改革法 は実施 に移 され てま だ 日
が浅く , 同法 に よ るポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
の財政及び管理運営方式の 変化を具体的 に 検
証する材料はまだ乏し い ｡ し か し, 同法実施
後の1989年に行われた1990- 91年度の 資金配
37)
分 に お い て とら れた新しい 財政措 置の 原則は
明らか である ｡ すを わち選択的配分 , 競争原
理の 導入である ｡ 1980年代半 ば以降, 法的 に
はL E Aの 所管であるポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジ
の 財政は , 実質的 に は中央の教育科学大臣の
32)
諮問機関N A Bの 勧告に 基づい て全国 一 律に配
分 されて い た ｡ その 金額 は専攻領域ごと に定
められ た単価 に学生数を乗 じて算出され た が ,
原則と して 単価 は機関 を問わず同額であ っ た ｡
1989年の P C F Cに よる第1 回の 資金配分は ,
こ の 一 律平均型 から 一 歩踏み出した方式とを
っ て い る｡ P C F C は全予算の 5% を各機関 か
らの 申請プロ グ ラ ム に対応 する枠とし て確保
し, 残る95% を学生数 に応 じた資金配分と し
た の で ある ｡ こ の 5 %の 枠の 獲得をめ ぎし,
各機軌まか っ て経験 した こ と の か ゝ競争に か
りた て られる ようにを っ た .
1988年教育改革法 に先だち同法 の 高等教育
38)
改革案を示 した1 98 7年の 高等教育白書は, 高
等教育の 目的 と して国家経済 へ の 寄与を第 一
に あげるととも に合理的を管理運営 に よる質
39)
と効率の 追求の 必要性 を説き, 個別の 機関の
業績の査定 , こ の査定 に よ る選択的を資金配
40)
分 を予告 して い る ｡ 初年度は獲得競争は全予
算の 5 0/oをめ ぐっ て行わ れた が, こ の 粋が さ
ら に拡大さ れる可能性 もある ｡ 同 一 セ ク タ ー
内で均等 に 扱わ れて き たポ リテ ク ニ ク ･ カ レ
ッ ジは , 互 い を競争相 手とする時代 に 入 っ た
の であ る ｡
5･2 C NA A のア ク レデ ィ テ ー シ ョ ン
改革の 第 2 は学位(第1 学位及 び上級学位)
取得 コ ー ス の 認定機関で あるCN A Aとの 関係
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の 変化である ｡
ロ ビ ン ズ報告の 勧告に 基づ い て1964年に設
立され たC NA Aは , 学位授与権 を有 し か ､高
等教育機関 の学生 に学位取得の 道 を大きく開
Llll
く こと にを っ た ｡ C N A A はRoyal C ha rte r に
よ っ て 学位授与権 を与 えられた独立 の 法人で
ある が , 自ら教育は行わ か ､ ｡ C N A Aの機能
は高等教育を提供す る機関 とその コ ー ス を審
査 し , 認定し, コ ー ス 修了者に学位 を授与す
る ことであ る ｡ C N A A は シラ バ ス を設定 ･ 提
示する こ
､
とは をく , コ ー ス 編成は個別の 機関
が主体的 に行う ｡ 審査は書類審査と実地審査
の 2段階 から成り , コ ー ス 編 成 ･ 内容 , カ リ
キ ュ ラ ム , 成績評価方法, 施設 ･ 設備 , 教員
42)
の 資格 ･ 経験 をと詳細 に わた る ｡
C N A Aに よる コ ー ス 認定は ポ リテ ク ニ ク ･
カ レ ッ ジセ ク タ ー の 教育水準の維持 ･ 向上 に
大 い に寄与し た こと は事実 である ｡ し かし 一
方で, 認定 コ ー ス ･
'
機関の 増加 に 伴い , C N
AA の 機構も肥大化 し, 手続等も次第 に官僚
化 したと の 批判 も高ま っ た ｡ 1 984年に 教育科
学大臣が設置した調査検討委員会は , 1985年
2)
に提出したその 答申, リ ン ド ッ プ報告に お い
てC N A Aの 功績を評価 し つ つ も, 高等教育機
関 が自己の 水準に つ き最大限 の 責任 を有する
こと こそ高等教育の 水準維持の 最良の 道であ
ると し て
,
C N A Aの 認定方式の 簡略化 , 機関
43)
へ の権限委譲をどを改革方向として勧告し た ｡
38)
政府は1987年の高等教育白書 に お い て
,
C
NA Aに リ ン ド ッ プ勧告 に基 づく改革 , すをわ
ち, 十分 に成熟 した高等教育機関 に つ い て は
"
ア ク レ デ イ テ - シ ョ ン
" 一 自 己の コ ー ス
を機関自らの 責任 に お い て 認定する権限- を
委譲する こ と
, その 他の 機関 に対 しても実行
可能を限り この ようを権限 を委譲 して ゆく こ
と を要請 した ｡
C N A Aの 認定方式の 改革 は1 988年4 月 に実
施 に移さ れ , ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの う ち
21校 が初年度 に ア ク レ デ イ テ - シ ョ ン を与え
ら れた ｡ ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの す べ て で
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はを い に して も, その 多く が, 自らの コ ー ス
を自らの 力で認定 し, 絶 えず評価する責任 を
もつ に 至 っ た の である ｡
5 .3 ポリテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの挑戦
以上の 2 つ の 改革, すをわ ち, 財政, 管理
･ 運営 に お ける 自由の 増大, 教育内容の 決定
に おける 自由の 増大は ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ
ジ に か つ て を い 大きを責任を課す こ と に を っ
た ｡
財政, 管理 ･ 運営 に おけ る自由の増大は,
極端を ことを言えば, 破産す る こ との 自由も
意味する ｡ ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは , 今後
こ れまで以上 に合理的か つ 効果的を機関の 管
理 ･運営 に 配慮しをければならをくをるだろう｡
また , よ り多くの 学生を引 き付 ける た め に は ,
開設 コ ー ス の適切性の 絶 えざる検討, 新しい ,
魅力ある コ ー ス の 開発 が不可欠とをる ｡ 多様
な コ ー ス の 開発 は , 多様を学生の 入 学を意味
する ｡ 入学要件 の 弾力化, 非伝統的学生 に対
する導入教育プ ロ グラ ム , サ ポ ー ト体制の 充
実もき わ めて重要な課題となる であろう ｡ す
で に ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは , 高 い 比率の
パ ー トタイ ム学生 を有して い るが , 彼らに対
する サポ ー ト体制 は きわ めて不十分 である こ
と が指摘されて い る ｡ 今後⊥一 層 の努力が求め
られる点 である ｡ また, P C F Cによる資金以外
の 資金 (企業等からの 研究資金, コ ン サ ル テ
ィ ン グサ ー ビ ス の 提供 , 施設
･ 設備 の 開放を
どに よる利益) の 獲得も重要を課題 とをる だ
ろう ｡
cN A Aの コ ー ス 認定の 権限を委譲 され た多
くの ポ リテ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは, 自らの 学位
取得 コ ー ス の 内容決定
･ 改善 に主体的 に取 り
組 む こ と が求めら れる ように な っ た ｡ 学内の
教育内容 に関する意思決定の メ カ ニ ズ ムの 再
検討が必要とをる こ とは明らかで あり ､ こ れ
ま で の CN AA へ の 書類提 出に 全力をあげる方
法とは異なる ア プ ロ ー チ が必要とをるで あろ
う｡ また , C N A A学位 コ ー ス の ク ォ リ テ ィ ･
コ ン ト ロ ー ル の 努力が, その 他の 諸種 の 開設
コ ー ス のそれに向 けられる ことが期待 され る ｡
6 む す び
英国の 新しい タイ プの 高等教育機関とし て
定着 して きた ポリ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジの ビ ジ
ネス 教育をとりあげ, その 経済社会 へ の 貢献,
教育内容 ･ 方法 の特色, 教育条件等 に つ い て
現状を分析 ･ 検討し, 1988年教育改革法等に
よ る新 し い シ ス テ ム の 下で , ポリ テ ク ニ ク ･
カ レ ッ ジが得 た自由と , それとひき か え に負
う こと にを っ た責任 , 直面す る今後の 課題 に
つ い て考察を加 えた ｡
ポ リ テ ク ニ ク ･ カ レ ッ ジは高等教育へ の 社
会的要請の 高ま っ た時期 に創設さ れたた め,
従来 こ れに つ い て は , 量的拡大に対する貢献
とい う観点から分析される こ と が多く , その
質的分析 はあま り行わ れなか っ た ｡ また, 高
等教育の ｢質｣ と い う概念 も, 従来は研究業
績と い う 一 面に限 っ たとらえ方が優勢であ っ
た ｡ 高等教育の 質の 測定 ･ 分析 は , 教育 ･ 研
究, 社会に対する貢献をど, 総合的を見地 か
ら行われを けれ亡羊をら か ､｡ 特に高等教育機
関の教育 (教授 - 学習) の 評価 に つ い て は,
その ア プロ ー チ , 枠組 み が検討さ れ始め たば
か りであり , 現在具体的な指標が開発さ れ つ
っ ある と こ ろである ｡ 本稿の 継続研究とし て
は , ビジネス 教育の 比較研究並 びに ビジネス
教育の 評価方法の 検討を計画 して い る ○
本稿中の 近年の 動向, 情報は , 1 989, 1 990
年の 2度 の 在外研究中の 実地調査 , 文献収集
に よ っ て 得 る こ とが で きた ｡ 在外研究の 機会
を与え て 頂 い た高岡短期大学 の 横山保学長 ,
戸 田成 一 副学長 , 石井栄
一 産業情報学科長 に
謝意 を表 した い ｡
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A B S T R A C T
T he pu rpo se ofthe pre s e ntpape risto revie w a nd a sse s spr o visio nfo rbu sine ss and m a n age m e nt
studies-its c u r ric ula a nd c o urse c onte nt,te a ching a nd le a rni g, students,te a chers a ndr e so u r c es-
in thepolyte chnics a nd c ollege sin Engla nd･ Itals o e x a min e stheir n e wlegalstatu s u nde rthe 1988
Edu c atio n Refo r m Act andthe challenge sthey fa c e a sindepe ndent c orpo ratio n s･
T he polyte chnic s and c ollege s, which w er e cr e叫 d du ring a period of in c re a singde m a nd forbiger
edu c atio n, ha v eplayed adistin ctiv e a nd im po rta ntpartin higher edu c atio n, pa rtic ula rlyin te chn o
-
logic al a nd v o catio n al fields, de v eloping strong links with indu stry a nd c o m m erce･ A ftertw o
de c adesthey a r efir mly e stablished and providefo r o v e rhalfthe highe r edu c atio n students･
Re cent ye a rsha v e se e n signific ant shift岳in the e mploym ent patter ns ofthe c o u ntry a ndther eis
a nin cr e a sing de m a nd for spe cialis ed pr ofes sio n al a nd m a n agerial ser vic esin indu stry a nd c om-
m erc e. Bu sin e ss a nd m anagem entstudiesis n o wthelarge st a re a ofpr o visio n within the polyte ch
-
nic s a nd c olleges･ Itha sbe en r e spo n siv eto the ne eds of both stude n s a nd e mployers a nd sh6uld
co nt inu eto r espo ndto their cha nging n eedsin the ye a r s ahe a ･
K E Y W O R D S
polyte chnic s a nd c olleges, Bu sin es s a nd m an age m e nt stud
ie s, Sa ndwich c o u rs e, W ork pla c e-
m e nts, CNA A, Edu c atio nRefo r m Act1 988･
